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由利本荘市木造住宅耐震診断支援事業実施要綱 

 

平成30年4月1日 

改正 令和3年3月19日 

改正 令和6年3月28日 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震による木造住宅の倒壊等を未然に防止し、市民の安全を確保す

るため、由利本荘市耐震改修促進計画に基づく木造住宅の耐震診断に対する支援として、

耐震診断を希望する市内の木造戸建て住宅の所有者に対し、耐震診断士を派遣して行う

由利本荘市木造住宅耐震診断支援事業（以下「支援事業」という。）の実施に関し、必要

な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１）耐震診断 木造住宅の耐震診断と補強方法（一般財団法人日本建築防災協会発行） 

  に定める一般診断法により、木造住宅の地震に対する 

安全を評価すること 

（２）耐震診断士 秋田県木造住宅耐震診断技術者登録制度要綱（平成29年3月10日付け建

－909秋田県建設部長通知）に基づき、秋田県知事が秋田県木造住宅耐震診断技術者と

して登録した者 

（３）木造戸建て住宅 木造一戸建て住宅（店舗等の用途を兼ねるものであって、店舗等

の用に供する部分の床面積が、延床面積の２分の１未満のものを含む） 

（事業主体） 

第３条 支援事業の実施主体は、由利本荘市とし、耐震診断士による耐震診断にあっては、

支援事業を適切に実施することができると市長が認めたものに委託して行うものとす

る。 

（対象住宅） 

第４条 支援事業の対象となる木造住宅（以下「対象住宅」という。）は、次の各号に該当

するものとする。 

（１）由利本荘市内に存する住宅 

（２）昭和５６年５月３１日以前に着工され、居住の用に供している木造戸建て住宅 

（３）昭和５６年６月１日から平成１２年５月３１日までの間に増築を行った部分（増築 

部分の床面積が、延床面積の２分の１未満のもの） 

（４）過去に由利本荘市木造住宅耐震診断・耐震改修補助事業による補助金の交付又はこ

の要綱に基づく耐震診断士の派遣若しくは由利本荘市木造住宅耐震改修補助事業によ

る補助金の交付を受けていない住宅 

（対象者） 
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第５条 支援事業の対象者は、前条に規定する対象住宅を所有（共有し、又は実質的に所

有していると認められる場合を含む。）する個人とし、市税等の滞納がない者とする。た

だし、市長が特に必要と認めた場合は、この限りではない。 

（事業の実施） 

第６条 市長は、予算の範囲において、支援事業を実施するものとする。 

（事前相談） 

第７条 耐震診断を受けようとする対象者（以下「申込者」という。）は、市長に対し、事

前に相談をしなければならない。 

（耐震診断の申し込み） 

第８条 申込者は、必要書類を添えて申込書（様式第1号）を市長に提出しなければならな

い。 

（派遣の決定） 

第９条 市長は、前条の申し込みを受けたときは、当該内容を審査し、耐震診断の実施が

適切と認めたときは、承認通知書（様式第2号）により、当該申込者に派遣の決定を通知

するものとする 

２ 市長は、前項の審査により耐震診断の実施が不適切と認めたときは、不承認通知書（様

式第3号）により、当該申込者に通知するものとする。 

３ 市長が支援事業を委託した者（以下「受託者」という。）は、第１項の規定による通知

を受けた者（以下「派遣決定者」という。）に耐震診断士を派遣するものとする。 

（耐震診断の取り止め） 

第１０条 派遣決定者は、前条第１項の規定による通知を受けたのち、事情により支援事

業を中止し、又は取り止めるときは、速やかに市長に取止届（様式第4号）を提出しなけ

ればならない。 

（派遣の取消し） 

第１１条 市長は、派遣決定者が、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、耐震

診断士の派遣を取り消すことができる。 

（１）虚偽の申し込み等、不正な行為による耐震診断を実施した場合 

（２）市長が特に必要があると認めた場合 

（費用負担） 

第１２条 第９条第３項の規定により耐震診断を受けた派遣決定者は、耐震診断に要する

費用の一部を負担しなければならない。 

２ 前項の規定による派遣決定者が負担する額は１万円とし、受託者に直接支払うものと

する。 

（診断結果の報告） 

第１３条 受託者は、耐震診断が完了したときは、速やかに診断報告書を市長に提出しな

ければならない。 

２ 市長は、前項の規定による診断報告書を受けたときは、その内容を審査し、結果報告

書（様式第5号）により派遣決定者に通知するものとする。 
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（診断結果に基づく指導等） 

第１４条 市長は、派遣決定者に対し、耐震診断の結果に基づき建築物の地震に対する安

全性の向上が図られるよう、必要な指導及び助言をすることができる。 

（診断費用の返還） 

第１５条 市長は、第１１条の規定により、耐震診断士の派遣の取り消しを行った場合に

おいて、既に耐震診断を実施し、受託者にその費用を支払っている場合は、派遣決定者

に対し、期限を定めて当該耐震診断に係る費用（第１２条の規定により当該派遣決定者

が既に負担した額を除く。）の返還を命じることができる。 

（守秘義務） 

第１６条 受託者及び派遣された耐震診断士は、当該耐震診断に関し、職務上知り得た情

報を漏らしてはならない。 

（禁止行為） 

第１７条 受託者及び派遣された耐震診断士は、次に掲げる行為をしてはならない。 

（１）当該耐震診断に関し、耐震診断を受けた派遣決定者から第１２条の規定による負担

費用以外の金銭等を受け取る行為 

（２）耐震診断を受けた派遣決定者に対し、不必要な耐震改修等を勧める行為 

（３）前２号に掲げるもののほか、耐震診断士としてふさわしくない行為 

（その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定めるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

（由利本荘市木造住宅耐震診断・耐震改修補助事業実施要綱の廃止） 

２ 由利本荘市木造住宅耐震診断・耐震改修補助事業実施要綱は、平成３０年３月３１日

をもって廃止する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
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由利本荘市木造住宅耐震診断支援事業実施要領 

 

平成30年4月1日 

改正 令和3年3月19日 

改正 令和6年3月28日 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、由利本荘市木造住宅耐震診断支援事業実施要綱（以下「実施要綱」と

いう。）第１８条により、必要な事項を定めるものとする。 

（様式） 

第２条 この要領に定める様式は、次の表による。 

様式 申込書等名称 根拠条文 

第１号 由利本荘市木造住宅耐震診断申込書 実施要綱第８条 

第２号 由利本荘市木造住宅耐震診断実施承認通知書 実施要綱第９条第１項 

第３号 由利本荘市木造住宅耐震診断実施不承認通知書 実施要綱第９条第２項 

第４号 由利本荘市木造住宅耐震診断取止届 実施要綱第１０条 

第５号 由利本荘市木造住宅耐震診断結果報告書 実施要綱第１３条２項 

（必要書類） 

第３条 実施要綱第８条の規定による必要書類は、次の表による。 

（１）対象住宅の着工時期及び所有権が確認できる書類 

（建築確認通知書、検査済証、登記事項証明書、固定資産課税台帳、その他） 

（２）申込者世帯及び対象住宅に居住する世帯全員の住民票謄本 

（３）納税等状況調査同意書（特例措置に係る市税等の納税等状況調査同意書含む） 

（４）対象住宅に借家人がいる場合は、耐震診断の実施に係る同意書 

（５）その他、市長が必要と認めるもの 

２ 実施要綱第１３条の規定による提出書類は、次の表による。 

（１）木造住宅耐震診断報告書（調査・診断資料及び診断結果、助言事項等） 

（２）領収書の写し（自己負担額）※振込払の場合を除く 

（３）その他、市長が必要と認めるもの 

 

附 則 

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 


